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（１）第５期対策（令和６年度）の取組状況

１ 取組状況

市町村界
旧市町村界
旧旧市町村界
特定農山村地域のみ
過疎地域のみ
過疎地域、半島地域
振興山村地域、特定農山村地域
振興山村地域、過疎地域
振興山村地域、特定農山村地域、過疎地域
特定農山村地域、過疎地域
特定農山村地域、過疎地域、半島地域
知事特認地域(中山間地域等直接支払制度)

凡  例

○富山県15市町村のうち14市町で実施（舟橋村を除く）
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１ 取組状況
（２）県の実施状況（交付面積の推移）

○ 制度が始まった平成１２年度（第１期対策）から平成１４年度まで増加し、以降はほぼ横ばいで推移

○ 令和６年度の実施状況 ・協定数 ３２１ （R５：３２０）

（暫定） ・集落数 ４２８ （R５：４２０） ※対象集落 ５０６

・交付面積 ５，０６２ｈａ（R５： ４,９４２ｈａ）

※対象農用地 ５，９１８ｈａの８６％

２

第１期対策 第２期対策 第３期対策 第４期対策

特認地域
の追加

H27年度（3期→4期移行時）▲150ha
・面積増+140ha
（リーダーの不在の解消、話し合い不調の解消）

・面積減▲290ha
（条件不利地の除外、高齢化により継続困難）

第５期対策

R2年度（4期→5期移行時）+26ha
・面積増+201ha
（棚田地域振興法による新規及び面積増）

・面積減▲175ha
（条件不利地の除外、高齢化により継続困難）

指定棚田地域の追加

R3年度 +201ha
（指定棚田地域等で
新規及び面積増）

R6年度 +120ha
（入善町が新規
取組みにより面
積増）

（ha） （協定数）
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１ 取組状況

３

○令和６年度の県内市町村別実施状況（暫定値）

１．協定数 ２．交付面積

（単位：ha）
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１ 取組状況

４

○令和６年度の県内市町村別実施状況（暫定値）

３．交付面積率 ４．交付金額
（単位：ha） （単位：百万円）
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１ 取組状況

５

○令和６年度の県内市町村別実施状況（暫定値）

５．加算措置取組面積
（単位：件数、ha）
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１ 取組状況

６

〇棚田地域振興活動加算を活用した事例（氷見市論田・熊無集落協定）

〇県による推進

・隣接する集落協定が棚田地域振興活動加算を活用し、都市部大学生を対象とした農業インターンシップ
を共同開催
・農業インターンシップを通じ、交流人口の拡大に加え、集落の文化や農業の次世代への継承に取り組む

隣接集落と共同で行う農業インターンシップを契機に、連携して集落の活性化を実現

受賞団体による事例発表知事賞の授与

【インターンシップ学生による自走式草刈機体験】

農村環境の保全意識の向上や啓発を図るため、中山間直接支払制度の活用事例をまとめた活性化事例集
の配布や、「ワクワクとやま」むらづくり推進大会で、優良活動表彰の受賞団体による事例発表を実施

活性化事例集 7



２ 第６期対策（R７～R11）について
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２ 第６期対策（R７～R11）について
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２ 第６期対策（R７～R11）について
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２ 第６期対策（R７～R11）について
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３ 第６期対策に向けて、課題と対策

課題 【中山間直払第５期対策中間年及び最終年評価から抜粋】

〇集落協定が市町村に要望する支援内容（中間年評価）（315協定にアンケートを実施）

〇本制度の改善点（市町村の要望）（入善町、舟橋村を除く13市町が回答）
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３ 第６期対策に向けて、課題と対策

【中山間直払第５期対策中間年及び最終年評価から抜粋】

〇市町村アンケート結果より（最終年評価）（入善町、舟橋村を除く13市町が回答）

〇参加者の高齢化等に対しては、広域化や外部人材（サポーター、ボランティア）
の活用を推進してほしい

〇広域化のメリットとして、事務作業の軽減だけではなく、人材の融通なども含め
て、広域化のメリットを整理し、推進してほしい

〇農業の担い手の在り方についても、多様な人材を確保して推進するべきである

【第３者委員会における主な意見】 農山村振興対策委員会より
（令和５年２月20日（中間年評価）、令和６年２月19日（最終年評価））

〇集落協定の統合・広域化等、集落だけでは話合いが進まないことが多いため、
アドバイスや指導等、県や市町村にお願いする

〇協定書や申請手続きの事務負担の軽減に対する意見が多く、今後さらに高齢化
していく中、事務の相談窓口の設置やタブレット、AIなどの活用も視野に入れた
サポート体制を整えてほしい
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３ 第６期対策に向けて、課題と対策

①事務負担軽減に向けた対策

衛星画像による現地調査の事務支援システムの実証・導入やデジタル技術を活
用した活動記録簿、金銭出納簿等の自動作成の開発・導入により、事務作業の超
省力・効率化を図る。
〇実証のイメージ

〇今後の予定

Ｒ９～Ｒ８Ｒ７

・導入に向けたシステ

ム開発

・使い方研修、マニュ

アル作成

・衛星・ドローン画像を用

いた現地調査実証

・事務支援システム導入実

証（活動記録簿、金銭出納

簿等の自動化）

・事務支援システム導入に向け

たアンケート調査

・県、市町村、地元等負担割合

の調整・協議

内容

〇R７.１.28に開催した第３回
中山間直払市町村担当者会議で、
事務支援システム導入に向けた
実証内容を説明

14



３ 第６期対策に向けて、課題と対策

②ネットワーク化（外部人材の活用）に向けた対策

令和７年度から「中山間地域等直接支払制度」の第６期対策で10割単価の交付
には、「ネットワーク化活動計画」を作成することが必要となり、①ネットワー
ク化、②統合、③多様な組織等の参画※から選択し、計画に位置付けなければな
らない。（※「1組織以上の農業者団体以外の組織または構成員の10%以上の非農業者が活動に参画」）

特に③多様な組織等の参画を選択した場合、多くの集落協定で本制度の10割単
価が受けられるよう調整をしたい。（R７サポーター活動の新規受入地域枠（６
地域）を確保予定）

〇R７.１.28に開催した第３回中山間直払市町
村担当者会議で、県単独事業を紹介

〇R７.２.５に開催した「元気な中山間地域づく
りセミナー」で、中山間地域等の組織を対象に、
「多種多様な組織・人材との連携」、「集落を
越えた緩やかなネットワーク化」、「組織・分
野を横断した地域運営」について「合せ技で地
域づくり」をテーマにパネルディスカッション
を実施

◆中山間地域保全パートナーシップ推進事業

中山間地域の集落等と地域貢献活動等をしたい
企業団体、農作業や農村でのボランティア活動に
参加したい「農業・農村サポーター」のマッチン
グを支援

◆各農林振興センターに設置している「パートナー
シップ推進デスク」で、マッチング相談を受付

《マッチングイメージ》
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